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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第86期
第２四半期
連結累計期間

第87期
第２四半期
連結累計期間

第86期

会計期間
自 平成26年４月１日

至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日

至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 40,614,899 37,615,259 85,109,440

経常利益 （千円） 1,610,264 1,996,011 3,872,009

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（千円） 946,850 1,342,169 2,191,622

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,166,511 1,281,501 3,602,886

純資産額 （千円） 23,574,572 26,985,819 25,887,720

総資産額 （千円） 56,239,353 58,494,630 61,405,226

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 31.02 43.98 71.80

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.9 46.1 42.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △746,312 1,066,057 △726,045

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △4,009,301 △171,202 △4,188,656

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △337,133 △197,055 △473,536

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 14,984,058 15,386,366 14,688,567
 

　

回次
第86期
第２四半期
連結会計期間

第87期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日

至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日

至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 18.36 26.40
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

４.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、各種政策の効果もあり、設備投資が持ち直し、底堅い個人消

費や雇用の改善など、景気は緩やかな回復傾向が続いているが、中国やアジア新興国の景気の減速が国内景気を押

し下げるリスクに留意する必要がある状況で推移した。

 建設業界においては、慢性的な建設労働者不足による労務費の上昇、資材価格の高止まり等はあるものの、設備

投資の増加、住宅建設の持ち直しを背景に、受注環境の改善が期待される基調で推移した。

このような経済情勢の中で、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は、以下のとおりとなった。

売上高は、前年同四半期比7.4％減の376億15百万円となった。

利益については、営業利益は前年同四半期比27.4％増の18億61百万円、経常利益は前年同四半期比24.0％増の19

億96百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期比41.8％増の13億42百万円となった。

セグメントの業績は、次のとおりである。

①  建設事業

完成工事高は、前年同四半期比6.4％減の369億97百万円となった。セグメント利益（営業利益）は、完成工事

総利益率の改善により、前年同四半期比29.0％増の19億40百万円となった。

②  不動産事業等

不動産事業等売上高は、開発型不動産売上の減少により、前年同四半期比42.4％減の6億17百万円となった。セ

グメント利益（営業利益）は、不動産事業等総利益率の向上等により、前年同四半期比31.7％増の2億84百万円と

なった。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ4.7％減の584億94百万円となった。

主な増減は現金預金の増加1億49百万円、受取手形・完成工事未収入金等の減少28億73百万円及び投資有価証券の減

少2億4百万円等である。

負債合計は、未成工事受入金が7億56百万円増加する一方、支払手形・工事未払金等が42億56百万円減少したこと

及び未払法人税等が3億59百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ11.3％減の315億8百万円となっ

た。

純資産合計は、利益剰余金が配当金の支払により1億83百万円減少する一方、親会社株主に帰属する四半期純利益

の計上により13億42百万円増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ4.2％増の269億85百万円となった。

これにより、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ、3.9ポイント向上し、

46.1％となった。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増

加が10億66百万円（前年同四半期は7億46百万円の減少）、投資活動による資金の減少が1億71百万円（前年同四半

期は40億9百万円の減少）、財務活動による資金の減少が1億97百万円（前年同四半期は3億37百万円の減少）とな

り、これにより資金は前連結会計年度末に比べ6億97百万円増加（前年同四半期は50億92百万円の減少）し、153億

86百万円（前年同四半期は149億84百万円）となった。

各活動における主な増減の内訳については、次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、税金等調整前四半期純利益19億96百万円を計上、売上債権の減少、未成工事受入金の増

加により36億38百万円増加する一方、棚卸資産の増加、仕入債務の減少により46億31百万円減少したこと等によ

り、営業活動による資金は10億66百万円の増加となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、有形固定資産の取得による支出等により1億71百万円の減少となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、配当金の支払等により1億97百万円の減少となった。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ない。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりである。

 
株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

（Ⅰ）会社支配に関する基本方針

 上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引が認められてお

り、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するもの

ではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

しかしながら、このような株式の大規模な買付や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株

主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を強要するおそれのあるもの、対象会社の

取締役会や株主が買付の条件等について検討するための、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するため

の十分な時間や情報を提供しないものなど、不適切なものも少なくありません。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさまざまな源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係等を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えています。

従いまして、当社は、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又は

これに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えま

す。

 
（Ⅱ）会社支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社では、多数の株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を実施しています。これらの取組みは、上記

(Ⅰ)の基本方針の実現に資するものと考えています。

企業価値向上への取組み

当社は、総合建設業を営み、創業は1586年（天正14年）と420年余の社歴を有しています。“質素で堅実な企業

風土を守り、地道に本業に取組む”経営姿勢を貫き、積み重ねてきた幾多の施工実績と健全な企業体質により、

顧客・取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた良好な関係を維持し促進することにより、企業

価値を向上させていきたいと考えています。

当社として、具体的には以下のとおり取組んでまいります。

①安定した工事量と収益源の確保

従来からの顧客の掘り起こしと新規顧客の開拓を着実に進め、提案型受注活動に積極的に取組むとともに、メ

ンテナンスや耐震改修・リニューアル工事等きめ細かな営業活動にも注力し、特定の用途種別に集中することな

く、バランスの取れた受注の確保に努めてまいります。

②工事品質の向上とコストの低減

新技術・新工法の開発と伝統技術の研鑽・新技術との融合に取組み、技術力の向上、高品質で適正価格の構築

物の提供に努めてまいります。
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③社寺建築技術の継承

創業以来手がけてきた数多くの「神社仏閣」や「城郭・文化財」等の伝統技術の継承を、当社の社会的使命と

位置づけて積極的に取組んでまいります。

④不動産事業等の拡充

安定した収益源の確保と保有資産の有効活用のため、計画的な事業拡充を図ってまいります。

⑤企業体質の強化、財務の健全化

多額の代金立替の発生や多岐にわたる回収条件の設定等、受注産業としての建設業の特性を勘案し、常に財務

の健全化を図り、企業体質の強化に努めてまいります。

⑥社会的信頼の向上

『お客様の立場に立って考え行動する』を基本的な行動指針とし、企業活動を通じ安全への積極的な取組み、

品質及び顧客満足の向上、環境保護への取組み、コンプライアンスの徹底や社会的規範の遵守、的確な情報開示

や地域社会との共生等に対する推進体制を構築し、社会的責任の向上に取組んでまいります。

 
(Ⅲ) 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組みの概要

当社は、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止する取組みとして「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいま

す。）を導入しております。

当社は、上記不適切な者により突然大規模買付行為がなされたときに、当該大規模買付行為が妥当かどうか

を、株主の皆様が短期間のうちに適切に判断するためには、大規模買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ

十分な情報が提供されることが不可欠であると考えます。

そこで本プランでは、議決権割合を20％以上とすることを目的とする、又は結果として議決権割合が20％以上

となる当社株券等の大規模買付者に対して、事前に取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会が

当該大規模買付行為について評価・検討を行うための期間を設け、係る期間が経過した後に大規模買付行為が開

始されるべきであることを要請するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を策定いたしました。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、及び大規模買付ルールが遵守されている場合であって

も、当該大規模買付行為が会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著

しく損なうと取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動に係る

取締役会決議により、新株予約権の無償割当等対抗措置（以下「買収防衛策」といいます。）を講ずることがあ

ります。

 
(Ⅳ) 本プランの合理性について（本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて）

本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利益の確保・向上の目的を

もって導入されていること、③株主意思を反映するものであること、④デッドハンド型買収防衛策やスローハン

ド型買収防衛策ではないこと、⑤独立性の高い社外者の判断を重視していること等の理由から、会社の支配に関

する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社会社役員の地位の維持を目的とす

るものではないと考えております。

 
(5) 研究開発活動

特記事項なし。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

 
② 【発行済株式】

 

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成27年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 30,580,000 30,580,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株である

計 30,580,000 30,580,000 － －

 

（注）平成27年５月13日開催の取締役会決議により、平成27年７月１日付で単元株式数を1,000株から100株へ変更し
     ている。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成27年９月30日 － 30,580,000 － 4,000,000 － 322,516

 

 
(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 1,503 4.91

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１－２－２６ 1,503 4.91

株式会社大垣共立銀行 岐阜県大垣市郭町３－９８ 1,429 4.67

有限会社松井興産 東京都中央区新川１－１７－２２ 935 3.06

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１１ 905 2.96

松　井　角　平 東京都中野区 873 2.86

松井建設従業員持株会 東京都中央区新川１－１７－２２ 808 2.64

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 770 2.52

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 764 2.50

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 727 2.38

計 ― 10,218 33.42
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 58,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,519,200 305,192 －

単元未満株式 普通株式 1,900 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  30,580,000 － －

総株主の議決権 － 305,192 －
 　
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が600株及び当社所有の自己株式  

32株が含まれている。

 
② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)
松井建設株式会社

東京都中央区新川
１―17―22

58,900 － 58,900 0.19

計 － 58,900 － 58,900 0.19
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 13,286,274 13,435,410

  受取手形・完成工事未収入金等 18,589,718 15,716,537

  有価証券 2,499,950 3,078,618

  未成工事支出金 894,572 859,077

  販売用不動産 93,212 1,278

  仕掛販売用不動産 1,197,930 1,604,911

  その他のたな卸資産 ※１  129,385 ※１  125,341

  その他 2,374,984 1,498,457

  貸倒引当金 △994 △934

  流動資産合計 39,065,034 36,318,697

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 4,464,796 4,387,098

   土地 7,253,834 7,277,224

   その他（純額） 458,129 594,480

   有形固定資産合計 12,176,760 12,258,802

  無形固定資産 43,773 52,478

  投資その他の資産   

   投資有価証券 9,309,385 9,104,885

   その他 1,464,942 1,411,003

   貸倒引当金 △654,670 △651,237

   投資その他の資産合計 10,119,657 9,864,651

  固定資産合計 22,340,192 22,175,932

 資産合計 61,405,226 58,494,630
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 21,541,734 17,284,944

  未払法人税等 1,119,373 759,679

  未成工事受入金 6,971,380 7,727,609

  賞与引当金 702,099 781,866

  工事損失引当金 37,100 53,700

  その他の引当金 172,137 148,462

  その他 375,487 314,632

  流動負債合計 30,919,312 27,070,895

 固定負債   

  退職給付に係る負債 2,742,419 2,631,482

  その他 1,855,774 1,806,432

  固定負債合計 4,598,193 4,437,914

 負債合計 35,517,506 31,508,810

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,000,000 4,000,000

  資本剰余金 333,719 333,719

  利益剰余金 18,561,934 19,720,975

  自己株式 △26,309 △26,582

  株主資本合計 22,869,343 24,028,111

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,468,579 3,369,172

  退職給付に係る調整累計額 △450,202 △411,464

  その他の包括利益累計額合計 3,018,376 2,957,708

 純資産合計 25,887,720 26,985,819

負債純資産合計 61,405,226 58,494,630
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 40,614,899 37,615,259

売上原価 37,287,675 33,953,883

売上総利益 3,327,223 3,661,376

販売費及び一般管理費 ※1  1,865,862 ※1  1,799,381

営業利益 1,461,361 1,861,995

営業外収益   

 受取利息 16,920 13,365

 受取配当金 64,695 90,099

 その他 76,740 54,540

 営業外収益合計 158,356 158,005

営業外費用   

 支払利息 5,193 11,109

 支払手数料 4,032 4,032

 固定資産売却損 － 8,700

 その他 227 146

 営業外費用合計 9,453 23,988

経常利益 1,610,264 1,996,011

特別損失   

 訴訟和解金 40,988 －

 特別損失合計 40,988 －

税金等調整前四半期純利益 1,569,275 1,996,011

法人税、住民税及び事業税 578,200 716,700

法人税等調整額 44,224 △62,858

法人税等合計 622,424 653,841

四半期純利益 946,850 1,342,169

親会社株主に帰属する四半期純利益 946,850 1,342,169
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 946,850 1,342,169

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 183,888 △99,407

 退職給付に係る調整額 35,772 38,738

 その他の包括利益合計 219,660 △60,668

四半期包括利益 1,166,511 1,281,501

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,166,511 1,281,501
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,569,275 1,996,011

 減価償却費 156,058 161,136

 訴訟和解金 40,988 －

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 141,806 △3,492

 受取利息及び受取配当金 △81,616 △103,464

 支払利息 5,193 11,109

 売上債権の増減額（△は増加） △589,349 2,882,492

 たな卸資産の増減額（△は増加） 432,368 △311,002

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,364,969 △4,320,169

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,135,824 756,229

 未成工事支出金の増減額（△は増加） △159,610 35,494

 賞与引当金の増減額（△は減少） 90,887 79,767

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △49,305 △52,964

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △161,700 16,600

 その他の引当金の増減額（△は減少） 29,360 △23,675

 その他 △1,730,796 933,408

 小計 △77,295 2,057,482

 利息及び配当金の受取額 70,830 88,833

 利息の支払額 △5,193 △11,109

 法人税等の支払額 △697,565 △1,072,775

 法人税等の還付額 3,899 3,626

 訴訟和解金の支払額 △40,988 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー △746,312 1,066,057

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △2,718,994 △202,345

 貸付けによる支出 － △30,200

 貸付金の回収による収入 1,650 1,653

 有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △1,279,318 △526,896

 有価証券及び投資有価証券の売却による収入 － 500,000

 無形固定資産の取得による支出 △7,636 △7,409

 定期預金の預入による支出 △9,001 △6,004

 定期預金の払戻による収入 4,000 100,000

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,009,301 △171,202

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △122,095 △183,128

 自己株式の純増減額（△は増加） △217 △273

 その他 △214,820 △13,653

 財務活動によるキャッシュ・フロー △337,133 △197,055

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,092,747 697,799

現金及び現金同等物の期首残高 20,076,805 14,688,567

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  14,984,058 ※1  15,386,366
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」等の適用

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更している。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連

結財務諸表に反映させる方法に変更している。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支

配株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前

連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載する方法に変更している。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用している。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はない。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１  その他のたな卸資産の内訳

 

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

未成業務支出金 98,780千円 89,669千円

材料貯蔵品 30,605 35,671 
 

 

２  保証債務

下記会社の分譲住宅販売に係る手付金について保証を行っている。

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

㈱アスコット 106,100千円

計 106,100  

   

   
 

 

㈱アスコット 88,000千円

計 88,000 

   
 

 

 

 

３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行とコミットメントライン契約を締結している。

　　前連結会計年度末及び当四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとお

りである。

 

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

貸出コミットメントの総額 4,000,000千円 4,000,000千円

借入実行残高 －  －  

差引額 4,000,000  4,000,000  
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日)

従業員給料手当 668,515千円 681,194千円

賞与引当金繰入額 269,800 312,700 

退職給付費用 68,770 67,171 

貸倒引当金繰入額 141,806 △1,552 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日)

現金預金勘定 13,911,842千円 13,435,410千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △527,657 △547,661 
取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資（有価証券）

1,599,874 2,498,618 

現金及び現金同等物 14,984,058 15,386,366 
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 122,095 4.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月11日
取締役会

普通株式 122,093 4.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金

 

 

 

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 183,128 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月12日
取締役会

普通株式 122,084 4.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

建設事業 不動産事業等

売上高
     

  外部顧客への売上高 39,543,238 1,071,660 40,614,899 － 40,614,899

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

27,191 2,756 29,948 △29,948 －

計 39,570,430 1,074,417 40,644,847 △29,948 40,614,899

セグメント利益 1,504,037 215,918 1,719,955 △258,594 1,461,361
 　
(注) １．セグメント利益の調整額△258,594千円には、セグメント間取引消去26,548千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△285,143千円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費である。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

建設事業 不動産事業等

売上高
     

  外部顧客への売上高 36,997,592 617,667 37,615,259 － 37,615,259

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

300,796 2,750 303,546 △303,546 －

計 37,298,388 620,418 37,918,806 △303,546 37,615,259

セグメント利益 1,940,352 284,402 2,224,755 △362,760 1,861,995
 　
(注) １．セグメント利益の調整額△362,760千円には、セグメント間取引消去△42,205千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△320,554千円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費である。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益 (円) 31.02 43.98

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 946,850 1,342,169

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

(千円) 946,850 1,342,169

普通株式の期中平均株式数 (株) 30,523,552 30,521,149
 　
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 
(重要な後発事象)

該当事項なし。

 
 
２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

　　（1）決議年月日　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年11月12日

　　（2）中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　122,084,272円

　　（3）１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　4円00銭

　　（4）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成27年12月7日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。

 

EDINET提出書類

松井建設株式会社(E00064)

四半期報告書

21/22



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成27年11月10日

松井建設株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   河   野 　 明  　   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   上  林  礼 　子 　   印

 

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松井建設株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松井建設株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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